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平成17年3月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日）                    
[単位：百万円未満切捨]

(1)経営成績
売 上 高 営業利益 経常利益

17年3月期
16年3月期

　　　　　　 百万円　　 　％
　２２４，６０８（２２．２）
　１８３，７７１（１５．３）

　　　　　　 百万円　 　　％
　 ３５，１３１（２４．０）
　 ２８，３４１（　６．８）

　　　 　 　 百万円　 　　％
　４６，５３６（３８．５）
　３３，６１０（１４．１）

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利

益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

17年3月期
16年3月期

　　　　 　百万円　　　％
　２４，９６７（６０．５）
　１５，５５８（７５．８）

　　円　　銭
２２５　５５
１３８　２４

　　　 円　　銭
　２２５　０４
　１３８　０８

　　　　％
　１６．５
  １０．０

　　  　％
 ２１．５
 １６．０

　  　　％
２０．７
１８．３

（注）①期中平均株式数　　17年3月期　110,690,150株、 16年3月期　112,545,931株
　　　②会計処理の方法の変更　　無
　　　 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金

中　　間 期　　末
配当金総額
（年  間） 配当性向

株主資本
配 当 率

17年3月期
16年3月期

      円　  銭
 １５０　００
 １００　００

　    円　  銭
　６０　００
　５０　００

 　   円　  銭
　９０　００
　５０　００

        百万円
　１６，７０２
　１１，１２３

            ％
　　６６．７
　　７２．３

           ％
　１０．５
　　７．７

(3)財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

17年3月期
16年3月期

  　 　         　百万円
　　２２２，３１３
　　２０９，６７３

  　   　  　   　百万円
　  １５９，３１６
　  １４３，６１７

　  　　　　％
　　７１．７
　　６８．５

　　　   　　 円　  銭
　　１，４３０　３７
  　１，２９０　７５

（注）①期末発行済株式数　　17年3月期　111,381,243株、 16年3月期　111,266,538株
　　　②期末自己株式数　　　17年3月期　967,762株、 16年3月期　4,857,867株

（注）当社は、四半期決算においても本決算と同程度の情報を迅速に開示し、証券アナリストをはじめとした市場参加者の方々に

適切な業績予想を行っていただけるように配慮しておりますが、参考として、第１四半期（4月～6月）の決算発表時(7月)に中間
期の業績予想を、第３四半期（10月～12月）の決算発表時(翌年1月)に通期の業績予想を連結で発表しております。
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（８）個別財務諸表等
１．貸借対照表１．貸借対照表１．貸借対照表１．貸借対照表

（単位：百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期
（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

金    額 構成比％ 金    額 構成比％ 増減額 増減率％
流　 　動 　　資 　　産 129,520 58.3 116,425 55.5 13,095 11.2
現 金 預 金 34,424 34,573 △ 149
受 取 手 形 8,774 8,824 △ 50
売 掛 金 53,040 44,511 8,529
商 品 2,676 2,454 222
製 品 5,707 5,655 52
半 製 品 2,454 2,162 292
原 材 料 1,616 1,325 291
仕 掛 品 2,726 2,932 △ 206
貯 蔵 品 2,164 2,075 89
未 収 入 金 8,770 4,894 3,876
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 2,050 1,345 705
繰 延 税 金 資 産 3,758 4,814 △ 1,056
そ の 他 1,984 1,418 566
貸 倒 引 当 金 △ 628 △ 560 △ 68

固　 　定 　　資 　　産 92,793 41.7 93,247 44.5 △ 454 △ 0.5
39,311 17.7 38,741 18.5 570 1.5

建 物 8,799 9,250 △ 451
構 築 物 581 584 △ 3
機 械 装 置 17,108 16,283 825
車 輌 運 搬 具 30 33 △ 3
工 具 器 具 備 品 5,504 5,069 435
土 地 6,220 6,708 △ 488
建 設 仮 勘 定 1,066 812 254

3,518 1.6 3,035 1.5 483 15.9
　投 資 そ の 他 の 資 産 49,964 22.5 51,470 24.5 △ 1,506 △ 2.9
投 資 有 価 証 券 771 713 58
関 係 会 社 株 式 40,297 45,769 △ 5,472
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 4,940 1,381 3,559
長 期 前 払 費 用 791 760 31
敷 金 285 213 72
繰 延 税 金 資 産 2,766 2,535 231
そ の 他 252 328 △ 76
貸 倒 引 当 金 △ 141 △ 233 92

222,313 100.0 209,673 100.0 12,640 6.0

　有  形　固　定　資　産

　無  形　固　定　資　産

増　　　減

資 産 合 計

科　 　目
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（単位：百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期
（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

金    額 構成比％ 金    額 構成比％ 増減額 増減率％
流　 　動 　　負 　　債 62,454 28.1 65,696 31.3 △ 3,242 △ 4.9
支 払 手 形 773 1,025 △ 252
買 掛 金 17,469 20,836 △ 3,367
関 係 会 社 短 期 借 入 金 - 5,120 △ 5,120
未 払 金 3,130 2,695 435
未 払 外 注 加 工 費 8,661 4,342 4,319
未 払 法 人 税 等 6,748 10,583 △ 3,835
未 払 費 用 7,094 5,415 1,679
預 り 金 7,177 8,458 △ 1,281
賞 与 引 当 金 2,860 2,508 352
設 備 支 払 手 形 24 64 △ 40
設 備 未 払 金 8,267 4,528 3,739
そ の 他 246 116 130

固　 　定 　　負 　　債 542 0.2 360 0.2 182 50.6
特 別 修 繕 引 当 金 540 357 183
そ の 他 1 2 △ 1

62,996 28.3 66,056 31.5 △ 3,060 △ 4.6
資　 　　本　　　　金 6,264 2.8 6,264 3.0 - -
資 　本 　剰　 余 　金 15,898 7.2 15,898 7.6 - -
資 本 準 備 金 15,898 15,898 -

利 　益 　剰　 余 　金 144,994 65.2 160,988 76.8 △ 15,994 △ 9.9
利 益 準 備 金 1,566 1,566 -

 特 別 償 却 準 備 金 426 460 △ 34
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 689 858 △ 169
別 途 積 立 金 115,241 141,241 △ 26,000

　 当 期 未 処 分 利 益 27,071 16,861 10,210
その他有価証券評価差額金 37 0.0 △ 29 △ 0.0 66 △ 227.6
自　　己　　株　　式 △ 7,878 △ 3.5 △ 39,504 △ 18.9 31,626 △ 80.1

159,316 71.7 143,617 68.5 15,699 10.9
222,313 100.0 209,673 100.0 12,640 6.0

（注）
１. 自己株式の残高 7,878 百万円 39,504 百万円
　　　及びその数 967,762 株 4,857,867 株

２. 減価償却累計額 102,019 百万円 94,497 百万円

負 債 合 計

増　　減

　　　当　　期　　　 　　　前　　期　　　

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計

  科　 　目
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２．損益計算書 ２．損益計算書 ２．損益計算書 ２．損益計算書 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円未満切捨）

当　　　期 前　　　期
自　平成16年4月1日 自　平成15年4月1日 増　　減
至　平成17年3月31日 至　平成16年3月31日
金　額 百分比％ 金　額 百分比％ 増減額 増減率％
224,608 100.0 183,771 100.0 40,837 22.2
155,790 69.4 126,516 68.8 29,274 23.1
68,818 30.6 57,255 31.2 11,563 20.2
33,686 15.0 28,914 15.7 4,772 16.5
35,131 15.6 28,341 15.5 6,790 24.0
11,601 5.2 7,605 4.1 3,996 52.5

87 108 △ 21
5,292 2,742 2,550
6,221 4,754 1,467
195 0.1 2,336 1.3 △ 2,141 △ 91.7
66 100 △ 34
129 2,235 △ 2,106

46,536 20.7 33,610 18.3 12,926 38.5
148 0.1 536 0.3 △ 388 △ 72.4
114 463 △ 349
- 59 △ 59
34 12 22

8,456 3.8 9,684 5.3 △ 1,228 △ 12.7
3,721 616 3,105
1,980 - 1,980
1,263 - 1,263
779 1,345 △ 566
541 2,040 △ 1,499
66 731 △ 665
- 743 △ 743
- 3,300 △ 3,300
- 49 △ 49

103 857 △ 754
38,229 17.0 24,461 13.3 13,768 56.3
12,354 5.5 11,684 6.4 670 5.7
907 0.4 △ 2,781 △ 1.6 3,688 -

24,967 11.1 15,558 8.5 9,409 60.5
37,501 4,122 33,379

- 2,776 △ 2,776
2,032 - 2,032
30,702 - 30,702

49 35 14
6,678 5,560 1,118
27,071 16,861 10,210
225.55 円 138.24 円 87.31 円

会社分割に伴う未処分利益引継額

雑 損 失

営 業 利 益

売 上 高

当 期 未 処 分 利 益

固 定 資 産 売 却 益

受 取 配 当 金

前 期 繰 越 利 益

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

支 払 利 息

受 取 利 息

雑 収 益

科　　目

売 上 原 価

当 期 純 利 益

環 境 整 備 費

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

工 場 閉 鎖 損 失

減 損 損 失

営 業 権 償 却

自 己 株 式 消 却 額
自 己 株 式 処 分 差 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
そ の 他

法 人 税、 住民 税及 び事 業税

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額

合併に伴う未処分利益引継額

厚 生 年 金 基 金 補 填 額

そ の 他

固 定 資 産 処 分 損

退 職 加 算 金

関 係 会 社 株 式 売 却 損
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３．利益処分案 ３．利益処分案 ３．利益処分案 ３．利益処分案 

（単位：円）
当      期 前  　　期

（平成17年3月期） （平成16年3月期）

当期未処分利益 27,071,433,842 16,861,054,909 10,210,378,933
任意積立金取崩額 188,753,791 26,315,333,027 △ 26,126,579,236
　１．特別償却準備金 140,375,996 145,807,079 △ 5,431,083
　２．固定資産圧縮積立金 48,377,795 169,525,948 △ 121,148,153
　３．別途積立金 － 26,000,000,000 △ 26,000,000,000

合　　　計 27,260,187,633 43,176,387,936 △ 15,916,200,303
利益処分額 18,230,810,900 5,674,754,831 12,556,056,069
　１．配当金 10,024,311,870 5,563,326,900 4,460,984,970

（ 1株につき90円 ） （ 1株につき50円 ）
　２．任意積立金 8,206,499,030 111,427,931 8,095,071,099
  (1) 特別償却準備金 106,499,030 111,427,931 △ 4,928,901
  (2) 別途積立金 8,100,000,000 － 8,100,000,000
次期繰越利益 9,029,376,733 37,501,633,105 △ 28,472,256,372

(注) 1.中間配当を次のとおり実施しております。
（当　期） （前　期）

実　施　日 平成16年11月26日 平成15年11月26日
中間配当金 6,678,263,040 円 5,560,536,250 円

(1株につき60円） (1株につき50円）

 　　2.特別償却準備金は、租税特別措置法の規定による積立額及び取崩額であります。

　   3.固定資産圧縮積立金は、法人税法及び租税特別措置法の規定による取崩額であります。

科　　　目 増　　減
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４．重要な会計方針４．重要な会計方針４．重要な会計方針４．重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社及び関連会社株式 …………移動平均法による原価法
(2) その他有価証券
時価のあるもの…………………

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 商品・製品・半製品・仕掛品……………総平均法による原価法
(2) 原材料………………………………………総平均法による原価法（一部最終仕入原価法による原価法）
(3) 貯蔵品………………………………………総平均法による原価法及び最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 …………

(2) 無形固定資産 ………… 定額法

４．重要な引当金の計上方法
(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給にあてるため、支給見込額を計上しております。

(3) 特別修繕引当金

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

６．リース取引の処理方法

７．消費税及び地方消費税の会計処理方法
　税抜方式を採用しております。

８．期中の発行済み株式数の増減

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

外貨建金銭債権債務は、当期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

　平成16年6月1日付で、自己株式3,775,400株を消却しました。その処分価額の総額は、30,702百万円で
あります。

当期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法に
より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　なお、主な耐用年数は、建物10～50年、機械装置5～10年であります。

　連続熔解炉の一定期間毎に行う大修繕の支出にそなえるため、前回の大修繕における支出額を基礎と
した見積額によって計上しております。

平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については
定額法、それ以外の有形固定資産については定率法。

　なお、ｿﾌﾄｳｪｱの社内における利用可能期間は5年であります。

　債権の貸倒れによる損失にそなえるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及
び破産更生債権等については財務内容評価法により計上しております。
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[税効果会計に係る注記]

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円未満切捨）

(1) 流動の部 当　期 前　期
平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在

繰延税金資産
賞与引当金否認額 1,155 1,013
未払事業税否認額 588 1,040
たな卸資産評価損否認額 421 397
減価償却損金算入限度超過額 251 1,492
減損損失否認額 181 －
その他 1,161 871

繰延税金資産　合計 3,758 4,814

(2) 固定の部
繰延税金資産
減価償却損金算入限度超過額 1,801 1,965
減損損失否認額 861 824
工場閉鎖損失 510 －
その他 376 502

繰延税金資産　合計 3,549 3,291

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △ 434 △ 467
特別償却準備金 △ 313 △ 289
その他有価証券評価差額金 △ 35 －

繰延税金負債　合計 △ 783 △ 756
繰延税金資産の純額 2,766 2,535

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当　期 前　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日
至平成17年3月31日 至平成16年3月31日

法定実効税率 40.4 ％ 41.7 ％
（調　整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 0.9
住民税均等割等 0.2 0.2
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 5.6 △ 4.6
試験研究費等の特別税額控除 △ 1.7 △ 2.4
その他 0.7 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.7 ％ 36.4 ％

[退職給付に係る注記]
（単位：百万円未満切捨）

１． 企業の採用する退職給付制度

２． 退職給付債務等の内容

(1) 退職給付債務及びその内訳
該当事項はありません。

当　期 前　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日

(2) 退職給付費用の内訳 至平成17年3月31日 至平成16年3月31日

厚生年金基金補填額 - 743
退職加算金 66 731
退職給付費用 66 1,474

(3) 退職給付債務等の計算基礎
該当事項はありません。

　当社は、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を採用しておりましたが、平成15年3月期第3四半期に
おいて退職一時金制度を廃止しました。厚生年金基金につきましては、平成15年1月29日に厚生労働大
臣より解散の認可を得て同日解散し、当期の平成16年5月26日に厚生労働大臣より清算結了の承認を受
けております。



８

[固定資産の減損に係る注記] （単位：百万円未満切捨）

場　　所 用　　途 種　　類

クリスタル部門にお
ける武蔵工場（埼玉
県入間市）等

クリスタル製造設
備等

建物・機械装置、
リース資産等

当　　期 前　　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日

至平成17年3月31日 至平成16年3月31日
建物 － 1,004
機械装置 29 461
工具器具備品 35 67
リース資産 － 276
その他 27 230
計 92 2,040

場　　所 用　　途 種　　類

ホトニクス部門にお
ける前橋工場（群馬
県前橋市）

賃貸 土地

当　　期 前　　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日

至平成17年3月31日 至平成16年3月31日
土地 449 －
計 449 －

　クリスタル部門は、市場の低迷により個人需要・法人向けギフトともに落ち込みが大きいため、同
部門に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を次のとおり減損損失と
して特別損失に計上しました。

　なお、当資産グループの回収可能価額は路線価により測定しております。

　当社は、ビジネス・ユニットを基準として、資産のグループ化を行なっており、当期において、以
下の資産グループについて減損処理をしました。

　当社の関係会社であるHOYA CANDEO OPTRONICS㈱の前橋工場の土地は当社が所有しており、同社に
賃貸しておりましたが、当期に同工場の閉鎖が決定されているため、当社所有の資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を次のとおり減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを
5％で割り引いて算定しております。



９

５．販売の状況（部門別売上高明細表） ５．販売の状況（部門別売上高明細表） ５．販売の状況（部門別売上高明細表） ５．販売の状況（部門別売上高明細表） 

（単位：百万円未満切捨）

　　　　　　期　別 当　　　期 前　　　期

自　平成16年4月1日 自　平成15年4月1日
至　平成17年3月31日 至　平成16年3月31日

部　門　別 金　額 構成比％ 金　額 構成比％ 金　額 増減率％

　 国　内 87,187 52.3 73,817 56.8 13,370 18.1

　 輸　出 79,430 47.7 56,220 43.2 23,210 41.3

 166,617 74.2 130,037 70.7 36,580 28.1

国　内 36,612 73.3 35,269 71.2 1,343 3.8

輸　出 13,350 26.7 14,281 28.8 △ 931 △ 6.5

ビジョンケア 49,963 22.2 49,550 27.0 413 0.8

国　内 4,271 95.2 － － 4,271 －

輸　出 215 4.8 － － 215 －

ヘルスケア 4,487 2.0 － － 4,487 －

国　内 3,169 89.5 3,835 91.7 △ 666 △ 17.4

輸　出 370 10.5 347 8.3 23 6.6

クリスタル 3,540 1.6 4,183 2.3 △ 643 △ 15.4

国　　内 131,241 58.4 112,922 61.4 18,319 16.2

輸　　出 93,367 41.6 70,849 38.6 22,518 31.8

合　  　計 224,608 100.0 183,771 100.0 40,837 22.2
（注）
1.

2. 平成16年10月1日付で連結子会社のHOYAﾍﾙｽｹｱ株式会社から、IOL（眼内ﾚﾝｽﾞ）の製造・販売、およびｺﾝﾀ
ｸﾄﾚﾝｽﾞの製造業務を譲り受けました（HOYAﾍﾙｽｹｱ株式会社はｺﾝﾀｸﾄﾚﾝｽﾞの販売に特化）。このため、当期
第3四半期からﾍﾙｽｹｱ部門の売上高の一部がHOYA株式会社単独（個別）の実績として上記の表に加わりま
したが、当期の当部門の売上高につきましては、平成16年10月から平成17年3月までの6ヶ月分のみとな
ります。

増　　減

エレクトロオプティクス

平成16年2月1日付で連結子会社のHOYAｵﾌﾟﾃｨｸｽ株式会社を吸収合併しました。このため、前期第4四半期
から同社の売上高がHOYA株式会社単独（個別）の実績（ｴﾚｸﾄﾛｵﾌﾟﾃｨｸｽ部門）に加わりましたが、前期の
同社の売上高につきましては、平成16年2月及び3月の2ヶ月分のみを加えております。



１０

（平成17年6月17日付）

１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他の役員の異動

１） 新任取締役候補
こだま　　ゆきはる

社外取締役 児玉　幸治 （現　財団法人　日本情報処理開発協会　会長）

２） 退任予定取締役
さえき　　なおたか

現　社外取締役 佐伯　尚孝

３． 就任および退任予定日

平成17年6月17日
以　　上

※上記の候補者は、商法第188条第2項第7号ﾉ2に規定する社外取締役の候補者であります。

(９）役員の異動

※平成17年6月17日開催予定の当社第67期定時株主総会における選任を条件とします。


